
国立大学法人北海道教育大学中期目標 

 
（前文）大学の基本的な目標 

北海道教育大学（以下，本学という。）は第２期中期目標期間中，「人が人を

育てる北海道教育大学」をスローガンに，「常に学生を中心とした大学

（Students-First）」を目指して様々な改革を断行してきた。教員養成課程にお

いては，教師を高度に専門的な職業人と捉え，理論と実践の往還を実現するカ

リキュラム改革により，実践的指導力を備えた教員を養成し，平成 27 年度から

は，学校のグローバル化を推進する高い語学力と豊かな国際感覚を有する教員

の養成を目指して「グローバル教員養成プログラム」を開設した。このプログ

ラムに対しては，教育関係者から大きな期待が寄せられている。また，「新課程」

については，全国の大学に先駆けてその改組に着手し，地域社会からの強いニ

ーズに応えるとともに，「新課程」の成果を発展させる形で，平成 26 年度に「国

際地域学科」と「芸術・スポーツ文化学科」を設置した。このことにより，本

学は，教員養成の拠点大学として教員を養成することはもとより，グローバル

な視点をもって地域を活性化する人材，芸術やスポーツ文化を通じて人々に豊

かな生活を提案できる人材を養成する，文字通り「人材養成を通じて地域活性

化の中核となる大学」としての責務を果たす体制を整えることができた。さら

に，地域との連携では，北海道教育委員会と様々な協力関係を構築し，教育委

員会が，現場経験の豊かな優れた教員を本学教員として派遣する制度や，実務

家教員・学校臨床教授として推薦する制度を整えてきた。 

第３期中期目標期間を見据えて現代社会に目を向けると，グローバル化の進

展，多様性社会の到来，高度情報化，少子高齢化・人口減少，環境問題の深刻

化等，社会は複雑で困難な課題に直面している。第３期中期目標期間は，まさ

に，これらの諸課題に真正面から取り組むイノベイティブ人材の養成が求めら

れる。 

本学は，「教育大学」として，従来からすべての営みの基礎に「教育」を据え

てきた。人の成長を促すことが教育である以上，本学は常に「人間と地域の成

長・発展を促す大学」でなければならない。また，社会が求める，どのような

課題にも積極的・能動的に取り組む学生を育てる責務がある。そのために，本

学の教育研究の質的転換を大胆に実行していく。 

以上のことを踏まえ，第３期中期目標期間は「人間と地域の成長・発展を促

す大学」及び「学生の自主的学修，自主・自律的活動を促す体制を構築する」

というテーマのもと，以下の取組を重点的に実施する。 

 

１ 新たな高大接続を見据えた入学試験改革，学校における“新たな学び”に

対応するための，アクティブ・ラーニングや ICT 教育等を取り入れた大胆な

カリキュラム改革，生涯を見据えた就職支援の充実等の改革に取り組む。 

２ 大学院改革を断行して教職大学院を充実させる。また，教育委員会等との



連携協力関係をさらに深化させて，教員研修に積極的に関わり，研修を大学

院レベルにするとともに，各種教員研修と連携させた大学院教育（研修の単

位化を含む“学び続ける教師”を支える新たな長期履修制度）を構築してい

く。 

３ 北海道の喫緊の教育課題である「子どもたちの学力・体力」の問題には，

具体的な成果を検証する形で取り組んでいく。 

４ 全国的な教育課題に目を向けるとき，従来からの「いじめ・不登校」や「特

別支援教育」に加えて「小中一貫教育」や「学校の小規模化」等の課題が浮

上してきている。本学は，愛知教育大学，東京学芸大学，大阪教育大学（HATO

プロジェクト連携大学）をはじめ，全国の教員養成大学・学部と連携し，ネ

ットワークを構築して，これらの教育課題に取り組んでいくとともに，さら

に高度な教育研究体制を構築していく。 

５ 「グローバル教員養成プログラム」を着実に進めるとともに，小学校英語

の授業を確実に実施できる教員を数値目標を立てて養成する。 

６ 海外留学を促進するとともに，英語の授業を積極的に導入していく。海外

の協定大学との教員交流によって，本学教員が海外大学で授業するとともに，

海外の教員を招聘して英語による授業を実現する。さらに，協定校の講師が

行う英語研修プログラムを導入して，本学学生及び教職員の英語力を向上さ

せる。 

７ 学科においては，ステークホルダーの意見を取り入れる仕組みを作り，地

域と社会が必要とする人材養成と組織的な研究をさらに進めていく。 

８ ミッションの再定義において求められた教員就職率 75％の達成に向けて，

全学をあげて取り組むことはもちろんのこと，北海道の教員採用における本

学卒業生の占有率を，小学校で 80％，中学校で 65％にする。 

 

以上述べたような取組を通じて「地域に貢献するとともに，強み・特色のあ

る分野で世界・全国的な教育研究を推進する大学」として，他に類をみない個

性的な大学として進化し続ける。 

 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成 28 年４月１日から平成 34 年３月 31 日まで 

 

２ 教育研究組織 

中期目標を達成するため，別表に記載する学部及び研究科を置く。 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 



１ 教育に関する目標 

 

（１）教育内容及び教育の成果に関する目標 

１ 北海道における教員養成の拠点大学として，また，地域の活性化を担う

人材養成機関として，第２期中期目標期間に策定した「北海道教育大学教

員養成改革の基本方針」に基づき，ステークホルダーの声を取り入れた教

育課程改革を継続的に進め，併せて教育方法と成績評価の改善・開発を推

進する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標 

２ 学生教育の質を確保するため，実務経験のある教員の配置等，課程・学

科の人材養成の目的を達成するための，より適切な教員配置を実現する。 

 

３ 学生の主体的・能動的学びを支援する環境整備に取り組む。 

 

（３）学生への支援に関する目標 

４ 経済的理由により修学困難な学生や学生生活上及び心身の健康上の問

題を抱えた学生の不安を解消し，全ての学生が安心して学べる環境を提供

するとともに，学生の豊かな情操と健全な心身を育成するため，自主的，

自律的に行う課外活動等の環境を整える。 

 

５ 大学として学生へのきめ細かな就職支援を行うため，第２期中期目標期

間は，大学設置基準の改正に伴い，本学におけるキャリア形成の概念や関

係部署の役割について，「北海道教育大学学生のキャリア形成支援におけ

る全学的指針」を策定し，入学から卒業までのキャリア形成における支援

の在り方や方向性を明確化した。また，全国的に新卒者の３か年での離職

率の高さが社会的に深刻な問題となっていることから，卒業後を視野に入

れたキャリア支援を行うため，卒業後５年経過時の卒業生を対象として

「卒業後動向調査」を実施し，本学学生の進路の特質を把握してきた。 

第３期中期目標期間は，この全学的指針や卒業後動向調査結果を基盤と

して，学部１年次から４年次までのキャリア形成プロセスのチャートを作

成し，可視化することにより，計画的にキャリア支援を行うとともに，学

生自身が目標や到達地点を確認できるようにする。 

 

（４）入学者選抜に関する目標 

６ 本学の目的と使命に基づく教育をより高いレベルで実践するため，入学

者選抜では，大学入試センター試験に加えて，小論文，面接，実技，調査

書等に基づき，総合的に評価してきた。平成 26 年度に開設した国際地域

学科及び芸術・スポーツ文化学科では，総合問題，小論文，面接，実技，

調査書等に基づき，総合的に評価することとした。平成 27 年度入試から，



教員養成課程釧路校が実施している，へき地・小規模校教育に関心と意欲

を持つ者を求める推薦入試（地域指定）において，これまでの道東地区に

限定していた募集対象を日高・宗谷・オホーツク地区まで拡大し，より地

域に根ざした教員の養成を図っている。さらに，平成 28 年度入試から，

教員養成課程においては教科の基礎的・基本的な知識・技能等を活用して，

思考力，判断力，表現力を問う教科試験を導入，実施することとした。第

３期中期目標期間では，高大接続を重視した入学試験を実現するため，新

たに入試戦略室（仮）を設置し，これらの入学者選抜方法を検証し，地域

の学校教育を担う人材や地域の成長に貢献する人材に相応しい能力，意欲，

適性を備えた学生を確保できるよう，アドミッション・ポリシーに基づく

より適切な入学者選抜方法へ改善する。 

 

 

２ 研究に関する目標 

 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

７ 教員養成機能における北海道の拠点的役割を果たすため，学校現場や地

域に生起する様々な課題解決に資する研究を重点的に支援・促進して，そ

の研究成果を学校現場や地域に発信・還元する。 

さらに，地域や文化価値に関する探究を進め，地域の活性化に寄与する。 

 

８ 教員養成の質向上を図り，学校教育に対する社会からの付託に応えるた

め，HATO プロジェクトの成果を北海道教育大学（H）・愛知教育大学（A）・

東京学芸大学（T）・大阪教育大学（O）の４大学が連携して全国の教員養

成系大学・学部に発信することによって，全国の学校教育の質の高度化や

地域の特質へ適合した教育の実践を図る。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標 

９ 新たに研究戦略室（仮）を設置してＩＲセンター（仮）との連携のもと

に，学術研究の「挑戦性，総合性，融合性，国際性」といった現代的要請

を踏まえながら，地域ニーズに応える研究活動を企画・管理して本学の機

能強化を図るとともに，研究成果の活用を促進する。 

 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 

10 地域の知の拠点として，各教育機関等と連携し，学校教育における諸課

題の解決や地域社会の発展に貢献する。 

 

 

４ その他の目標 



 

（１）グローバル化に関する目標 

11 第２期中期目標期間に本学における国際化にかかる事業の展開を経営

戦略の一つの柱として位置づけ策定した「国際化推進基本計画」において，

「本学学生の国際感覚を涵養し，国際的視野をもって地域社会や教育の諸

分野で活躍できる人材の育成を図る」ため，「グローバル教員養成プログ

ラム」等を実施してきた。第３期中期目標期間には，グローバル人材の育

成を推進するため，学生の英語力を高めるとともに，海外の大学と連携し，

留学生の派遣・受入の拡大を図る。 

 

12 グローバル人材育成を推進するにあたり，大学全体としての英語力の底

上げが必要である。そのためには，学生に対する英語教育プログラム内容

を充実させるのはもちろん，英語で教育を実践する教員の資質向上を図る

とともに，グローバル化に対応可能な職員の育成を図る。 

 

13 開発途上国への教育支援に貢献するため，文部科学省・JICA・JICE 等

と協力して，理数科教育を中心とした教育分野の国際協力事業を実施する。 

 

（２）附属学校に関する目標 

14 「北海道教育大学附属学校園の今後の在り方に関する有識者会議 報告

書」（平成 25 年３月）に盛り込まれた提言「1. 北海道における学校教育

の発展に資する研究の推進」「2. 大学と附属学校園が一体的な教育研究を

推進すること」「3. 大学のリーダーシップにより附属学校園を運営するこ

と」を具現化するために，外部委員による第三者評価を実施し，「北海道

教育大学附属学校園 第三者評価報告書」（平成 26 年 3 月）を作成した。

第３期中期計画においても，この方針に基づき，附属学校園の機能を強化

する。 

 

15 実践的な指導力を有する教員を養成するために，附属学校を活用した大

学教員の研修及び教育実習を一層充実させる。 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

 

１ 組織運営の改善に関する目標 

16 学長のリーダーシップの下で，教育，研究，社会貢献の機能を最大化す

るため，業務改善を推進するとともに，戦略的・効果的な組織運営を行う。 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 



17 本学の教育学部においては，平成 26 年度に函館校に国際地域学科，岩

見沢校に芸術・スポーツ文化学科の設置を実現し，教員養成機能の充実・

強化を図るための教育研究組織の見直しを行った。同時に，平成 33 年度

までの北海道の小・中学生の推移や教員の採用動向を踏まえ，教員養成課

程の学生定員を 20 名増員し，720 名とした。大学院については，教育委

員会の要請に応え，教職大学院のコースを再編し，学校経営に対応したコ

ースを設置するとともに，修士課程の在り方について検討を進めてきた。

第３期中期目標期間では，北海道における学校の統廃合やそれに伴う教員

需要に対応した規模へ教員養成課程を見直す。また，大学院においては，

北海道地域の教育を担い，高度な実践的指導力を有する教員を養成するた

めの教育研究組織へ見直すとともに，他大学との連携・協働による高度な

組織化を図る。 

 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

18 業務改善に資するため，事務組織や事務の在り方を見直し，一層の効率

化を図る。 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

 

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

19 外部資金，寄附金の獲得を促進しつつ，自己収入の増加を目指す。 

 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

20 管理的経費の削減策を検証しつつ，さらなる経費削減に向けて計画的な

取組を推進する。 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

21 安定した大学運営を行うため，資産と資金の有効な運用を行う。 

 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

１ 評価の充実に関する目標 

22 第２期中期目標期間において，評価体制の整備と評価に関する広報を充

実し，大学における評価活動を定着させてきた。第３期中期目標期間では，

教育の質を保証する観点から，様々な情報を活用する仕組みを取り入れ，



教育の質の改善・向上に焦点をあてた，内部質保証の PDCA サイクルを確

立する。 

 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

23 社会・地域から求められる大学として，戦略的な広報活動を推進する。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する目標 

 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

24 計画的な施設マネジメントを遂行し，教育・研究環境を充実させる。 

 

 

２ 安全管理に関する目標 

25 大学構成員の危機管理に対する意識を向上させ，修学及び勤労の適切な

安全衛生管理を実施する。 

 

 

３ 法令遵守等に関する目標 

26 不正防止体制及び管理責任体制を充実・強化するとともに，大学人とし

てのモラルや社会的責任について，意識の向上を図り，適正な大学運営を

行う。 

 

 

別表（学部，研究科） 

学部 教育学部 

研究科 教育学研究科 

 

 


